
























袖ケ浦市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例新旧対照表 

 

改 正 後 現   行 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 特定個人番号利用事務 番号法第１９条第８号に規定する特定個

人番号利用事務をいう。 

＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(6) 利用特定個人情報 番号法第１９条第８号に規定する利用特定個

人情報をいう。 

＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

（個人番号の利用範囲） （個人番号の利用範囲） 

第４条 番号法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲

げる機関が行う同表の右欄に掲げる事務、別表第２の左欄に掲げる機関

が行う同表の中欄に掲げる事務及び市長又は教育委員会が行う特定個人

番号利用事務＿＿＿＿＿＿＿とする。 

第４条 番号法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲

げる機関が行う同表の右欄に掲げる事務、別表第２の左欄に掲げる機関

が行う同表の中欄に掲げる事務及び市長又は教育委員会が行う番号法別

表第２の第２欄に掲げる事務とする。 

２ （略） ２ （略） 

３ 市長又は教育委員会は、特定個人番号利用事務＿＿＿＿＿＿＿を処理

するために必要な限度で、利用特定個人情報＿＿＿＿＿＿＿＿であって

自らが保有するものを利用することができる。ただし、番号法の規定に

より、情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務

実施者から当該利用特定個人情報の提供を受けることができる場合は、

この限りでない。 

４ （略） 

３ 市長又は教育委員会は、番号法別表第２の第２欄に掲げる事務を処理

するために必要な限度で、同表の第４欄に掲げる特定個人情報であって

自らが保有するものを利用することができる。ただし、番号法の規定に

より、情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務

実施者から当該特定個人情報＿＿の提供を受けることができる場合は、

この限りでない。 

４ （略） 























袖ケ浦市手数料条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

区分 名称 事務の内容 金額 

１ 戸籍の

謄本又

は抄本

の交付

手数料 

戸籍法（昭和２２年法律

第２２４号）第１０条第

１項、第１０条の２第１

項から第５項まで若しく

は第１２６条の規定によ

る戸籍の謄本若しくは抄

本又は同法第１２０条第

１項、第１２０条の２第

１項若しくは第１２６条

の規定による戸籍証明書

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿の交付 

１通につき４５０円（多

機能端末機（本市の電子

計算機と電気通信回線で

接続された端末機であっ

て、証明書を交付する機

能を有するものをいう。

以下同じ。）による交付

の場合にあっては、３５

０円） 

２  略 

２の２ 戸籍電

子証明

書提供

用識別

符号の

戸籍法第１２０条の３第

２項の規定による戸籍電

子証明書提供用識別符号

の発行（情報通信技術を

活用した行政の推進等に

戸籍電子証明書提供用識

別符号１件につき４００円 

区分 名称 事務の内容 金額 

１ 戸籍の

謄本又

は抄本

の交付

手数料 

戸籍法（昭和２２年法律

第２２４号）第１０条第

１項、第１０条の２第１

項から第５項まで若しく

は第１２６条の規定によ

る戸籍の謄本若しくは抄

本又は同法第１２０条第

１項＿＿＿＿＿＿    

  若しくは第１２６条

の規定による磁気ディス

クをもって調製された戸

籍に記録されている事項

の全部若しくは一部を証

明した書面の交付 

１通につき４５０円（多

機能端末機（本市の電子

計算機と電気通信回線で

接続された端末機であっ

て、証明書を交付する機

能を有するものをいう。

以下同じ。）による交付

の場合にあっては、３５

０円） 

２ 

 

 

 

 

 

 略 
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発行手

数料 

関する法律（平成１４年

法律第１５１号）第７条

第１項の規定により同法

第６条第１項に規定する

電子情報処理組織を使用

する方法（総務省令で定

めるものに限る。以下こ

の項及び４の２の項にお

いて同じ。）により戸籍

電子証明書提供用識別符

号の発行を行う場合（当

該発行に係る戸籍電子証

明書の請求が同条第１項

の規定により同項に規定

する電子情報処理組織を

使用する方法により行わ

れた場合に限る。）にお

ける当該発行及び戸籍電

子証明書提供用識別符号

の発行に係る戸籍電子証

明書の請求を行う者が同

時に当該戸籍電子証明書

が証明する事項と同一の

事項を証明する戸籍の謄
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本若しくは抄本又は戸籍

証明書の請求を行う場合に

おける当該発行を除く。） 

３ 除籍の

謄本又

は抄本

の交付

手数料 

戸籍法第１２条の２にお

いて準用する同法第１０

条第１項若しくは第１０

条の２第１項から第５項

までの規定若しくは同法

第１２６条の規定による

除かれた戸籍の謄本若し

くは抄本又は同法第１２

０条第１項、第１２０条

の２第１項若しくは第１

２６条の規定による除籍 

証明書         

            

            

          の 

交付 

１通につき７５０円 

４  略 

４の２ 除籍電

子証明

書提供

用識別

戸籍法第１２０条の３第

２項の規定による除籍電

子証明書提供用識別符号

の発行（情報通信技術を

除籍電子証明書提供用識

別符号１件につき７００円 

 

 

 

３ 除籍の

謄本又

は抄本

の交付

手数料 

戸籍法第１２条の２にお

いて準用する同法第１０

条第１項若しくは第１０

条の２第１項から第５項

までの規定若しくは同法

第１２６条の規定による

除かれた戸籍の謄本若し

くは抄本又は同法第１２

０条第１項＿      

     若しくは第１

２６条の規定による磁気

ディスクをもって調製さ

れた除かれた戸籍に記録

されている事項の全部又

は一部を証明した書面の

交付 

１通につき７５０円 

４ 

 

 

 

 

 略 
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符号の

発行手

数料 

活用した行政の推進等に

関する法律第７条第１項

の規定により同法第６条

第１項に規定する電子情

報処理組織を使用する方

法により除籍電子証明書

提供用識別符号の発行を

行う場合（当該発行に係

る除籍電子証明書の請求

が同項の規定により同項

に規定する電子情報処理

組織を使用する方法によ

り行われた場合に限る。）

における当該発行及び除

籍電子証明書提供用識別

符号の発行に係る除籍電

子証明書の請求を行う者

が同時に当該除籍電子証

明書が証明する事項と同

一の事項を証明する除か

れた戸籍の謄本若しくは

抄本又は除籍証明書の請

求を行う場合における当

該発行を除く。） 
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５ 届出等

の受理

又は届

書等の

記載事

項の証

明手数

料 

戸籍法第４８条第１項（同

法第１１７条において準

用する場合を含む。）の

規定による届出若しくは

申請の受理の証明書、同

法 第４８条第２項（同法

第１１７条において準用

する場合を含む。）若し

くは第１２６条の規定に

よる届書その他市長の受

理した書類に記載した事

項の証明書又は同法第１

２０条の６第１項の規定

による届書等情報の内容

の証明書の交付 

１通につき３５０円。た

だし、婚姻、離婚、養子

縁組、養子離縁又は認知

の届出の受理について、

請求により法務省令で定

める様式による上質紙を

用いる場合にあっては、

１，４００円 

６ 届書等

の閲覧

手数料 

戸籍法第４８条第２項（同

法第１１７条において準

用する場合を含む。）の

規定による届書その他市

長の受理した書類の閲覧

又は同法第１２０条の６

第１項の規定による届書

等情報の内容を表示した

ものを閲覧に供する事務 

１件  につき３５０円 

５ 届出等

の受理

又は届

書等の

記載事

項の証

明手数

料 

戸籍法第４８条第１項（同

法第１１７条において準

用する場合を含む。）の

規定による届出若しくは

申請の受理の証明書又は

同法第４８条第２項（同法

第１１７条において準用

する場合を含む。）若し

くは第１２６条の規定に

よる届書その他市長の受

理した書類に記載した事

項の証明書   ＿＿  

             

＿            

＿   の交付 

１通につき３５０円。た

だし、婚姻、離婚、養子

縁組、養子離縁又は認知

の届出の受理について、

請求により法務省令で定

める様式による上質紙を

用いる場合にあっては、

１，４００円 

６ 届書等

の閲覧

手数料 

戸籍法第４８条第２項（同

法第１１７条において準

用する場合を含む。）の

規定による届書その他市

長の受理した書類＿   

＿           

＿           

＿           

＿ を閲覧に供する事務 

書類１件につき３５０円 
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７～２７  略 

備考 

１・２ （略） 

７～２７  略 

備考 

   １・２ （略） 
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袖ケ浦市ひとり親家庭等医療費等の助成に関する条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（定義） （定義） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ この条例において「ひとり親家庭の父母等」とは、次の各号のいずれ

かに該当する者をいう。 

３ この条例において「ひとり親家庭の父母等」とは、次の各号のいずれ

かに該当する者をいう。 

(1) 次のいずれかに該当し、児童を監護する父又は母及びその児童 (1) 次のいずれかに該当し、児童を監護する父又は母及びその児童 

ア～エ （略） ア～エ （略） 

オ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成

１３年法律第３１号）第１０条第１項又は第１０条の２の規定によ

る命令を申し立て、現に配偶者に当該命令が発せられた者 

オ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成

１３年法律第３１号）第１０条第１項＿＿＿＿＿＿＿＿の規定によ

る命令を申し立て、現に配偶者に当該命令が発せられた者 

カ・キ （略） カ・キ （略） 

(2)・(3) （略） (2)・(3) （略） 

４ （略） ４ （略） 
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袖ケ浦市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（掲示等） （掲示） 

第２３条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい場

所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用申

込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要事項を掲示

するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によっ

て直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信

を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除く。）により

公衆の閲覧に供しなければならない。 

第２３条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい場

所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用申

込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要事項を掲示

しなければならない＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 。 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第５４条 （略） 第５４条 （略） 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提

出については、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合に

は、当該書面等の交付又は提出に代えて、第４項で定めるところによ

り、教育・保育給付認定保護者の承諾を得て、当該書面等に記載すべき

事項（以下この条において「記載事項」という。）を電子情報処理組織

（特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と、教育・保育給付認

定保護者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報

処理組織をいう。以下この条において同じ。）を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この条に

おいて「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場

合において、当該特定教育・保育施設等は、当該書面等を交付し、又は

提出したものとみなす。 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提

出については、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合に

は、当該書面等の交付又は提出に代えて、第４項で定めるところによ

り、教育・保育給付認定保護者の承諾を得て、当該書面等に記載すべき

事項（以下この条において「記載事項」という。）を電子情報処理組織

（特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と、教育・保育給付認

定保護者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報

処理組織をいう。以下この条において同じ。）を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この条に

おいて「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場

合において、当該特定教育・保育施設等は、当該書面等を交付し、又は

提出したものとみなす。 

(1) （略） (1) （略） 

-31-



(2) 電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿をもって調製す

るファイルに記載事項を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製す

るファイルに記載事項を記録したものを交付する方法 

３～６ （略） ３～６ （略） 
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袖ケ浦市福祉作業所の設置及び管理に関する条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（事業） （事業） 

第４条 福祉作業所は、次に掲げる事業を行う。 第４条 福祉作業所は、次に掲げる事業を行う。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 支援法第７７条第５項に規定する地域生活支援事業で、障害者等

の日中における活動の場を確保し、障害者等の家族の就労支援及び障

害者等を日常的に介護している家族の一時的な休息を図る日中一時支

援（以下「日中一時支援」という。）に関すること。 

(3) 支援法第７７条第３項に規定する地域生活支援事業で、障害者等

の日中における活動の場を確保し、障害者等の家族の就労支援及び障

害者等を日常的に介護している家族の一時的な休息を図る日中一時支

援（以下「日中一時支援」という。）に関すること。 

(4) （略） (4) （略） 
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袖ケ浦市介護保険条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（保険料率） （保険料率） 

第３条 令和６年度から令和８年度までの各年度における保険料率は、次

の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る額とする。 

第３条 令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率は、次

の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る額とする。 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」とい

う。）第３９条第１項第１号に掲げる者 ３０，７８０円 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」とい

う。）第３９条第１項第１号に掲げる者 ２９，９５２円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４６，５１２円 (2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４５，５５２円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４７，１９６円 (3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４６，８００円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６１，５６０円 (4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ５６，１６０円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６８，４００円 (5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６２，４００円 

(6) 次のいずれかに該当する者 ８２，０８０円 (6) 次のいずれかに該当する者 ７４，２５６円 

ア 当該保険料の賦課期日の属する年度分の地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額

（以下「合計所得金額」という。）（租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１

項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、

第３５条の２第１項、第３５条の３第１項又は第３６条の規定の適

用がある場合には、当該合計所得金額から令第２２条の２第２項に

規定する特別控除額を控除して得た額とし、当該合計所得金額が零

を下回る場合には、零とする。以下同じ。）が１２０万円未満であ

る者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 当該保険料の賦課期日の属する年度分の地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額

（以下「合計所得金額」という。）（租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１

項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、

第３５条の２第１項、第３５条の３第１項又は第３６条の規定の適

用がある場合には、当該合計所得金額から令第２２条の２第２項に

規定する特別控除額を控除して得た額とし、当該合計所得金額が零

を下回る場合には、零とする。以下同じ。）が１２０万円未満であ

る者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ （略） イ （略） 

(7) 次のいずれかに該当する者 ８８，９２０円 (7) 次のいずれかに該当する者 ８０，４９６円 

ア 合計所得金額が１２０万円以上２１０万円未満である者であり、 ア 合計所得金額が１２０万円以上２１０万円未満である者であり、
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かつ、前各号のいずれにも該当しないもの かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ （略） イ （略） 

(8) 次のいずれかに該当する者 １０２，６００円 (8) 次のいずれかに該当する者 ９３，６００円＿ 

ア 合計所得金額が２１０万円以上３２０万円未満である者であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が２１０万円以上３２０万円未満で＿＿＿＿＿＿、

かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ （略） イ （略） 

(9) 次のいずれかに該当する者 １１６，２８０円 (9) 次のいずれかに該当する者 １０６，０８０円 

ア 合計所得金額が３２０万円以上４２０万円未満である者であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が３２０万円以上４００万円未満で＿＿＿＿＿＿、

かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ （略） イ （略） 

(10) 次のいずれかに該当する者 １２９，９６０円 (10) 次のいずれかに該当する者 １０９，２００円 

ア 合計所得金額が４２０万円以上５２０万円未満である者であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が４００万円以上５００万円未満で＿＿＿＿＿＿、

かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ （略） イ （略） 

(11) 次のいずれかに該当する者 １４３，６４０円 (11) 次のいずれかに該当する者 １１２，３２０円 

ア 合計所得金額が５２０万円以上６２０万円未満である者であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が５００万円以上６００万円未満で＿＿＿＿＿＿、

かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ （略） イ （略） 

(12) 次のいずれかに該当する者 １５７，３２０円 (12) 次のいずれかに該当する者 １１５，４４０円 

ア 合計所得金額が６２０万円以上７２０万円未満である者であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が６００万円以上８００万円未満で＿＿＿＿＿＿、

かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ （略） イ （略） 

(13) 次のいずれかに該当する者 １６４，１６０円 (13) 次のいずれかに該当する者 １１８，５６０円 

ア 合計所得金額が７２０万円以上１，０００万円未満である者であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

ア 合計所得金額が８００万円以上１，０００万円未満で＿＿＿＿＿

＿、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ （略） イ （略） 
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(14) 前各号のいずれにも該当しない者 １７１，０００円 (14) 前各号のいずれにも該当しない者 １２４，８００円 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係

る令和６年度から令和８年度までの各年度における保険料率は、同号の

規定にかかわらず、１９，１５２円とする。 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係

る令和３年度から令和５年度までの＿＿＿＿＿＿＿保険料率は、同号の

規定にかかわらず、１７，４７２円とする。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険

料の減額賦課に係る令和６年度から令和８年度までの各年度における保

険料率について準用する。この場合において、前項中「１９，１５２

円」とあるのは、「３２，８３２円」と読み替えるものとする。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険

料の減額賦課に係る令和３年度から令和５年度までの＿＿＿＿＿＿＿保

険料率について準用する。この場合において、前項中「１７，４７２

円」とあるのは、「２９，９５２円」と読み替えるものとする。 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保

険料の減額賦課に係る令和６年度から令和８年度までの各年度における

保険料率について準用する。この場合において、第２項中「１９，１５

２円」とあるのは、「４６，８５４円」と読み替えるものとする。 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保

険料の減額賦課に係る令和３年度から令和５年度までの＿＿＿＿＿＿＿

保険料率について準用する。この場合において、第２項中「１７，４７

２円」とあるのは、「４３，６８０円」と読み替えるものとする。 

（賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、喪失等があった場

合） 

（賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、喪失等があった場

合） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号イ（同号に規定する老

齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び（１）に係る者を除

く。）、ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ、第５号ロ、第

６号ロ、第７号ロ、第８号ロ、第９号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ、第

１２号ロ又は第１３号ロに該当するに至った第１号被保険者に係る保険

料の額は、当該該当するに至った日の属する月の前月まで月割により算

定した当該第１号被保険者に係る保険料の額と当該該当するに至った日

の属する月から令第３９条第１項第１号から第１３号までのいずれかに

規定する者として月割により算定した保険料の額の合算額とする。 

３ 保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号イ（同号に規定する老

齢福祉年金の受給権を有するに至った者及び（１）に係る者を除

く。）、ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ、第５号ロ、第

６号ロ、第７号ロ、第８号ロ又は第９号ロ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿に該当するに至った第１号被保険者に係る保険

料の額は、当該該当するに至った日の属する月の前月まで月割により算

定した当該第１号被保険者に係る保険料の額と当該該当するに至った日

の属する月から令第３９条第１項第１号から第９号まで＿のいずれかに

規定する者として月割により算定した保険料の額の合算額とする。 

４ （略） ４ （略）  

-36-



袖ケ浦市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（複合型サービスの基本方針） （複合型サービスの基本方針） 

第１４条 指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（法第８条

第２３項第１号に規定するもの＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿に限る。）の事

業は、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

（平成１１年厚生省令第３７号）第５９条に規定する訪問看護の基本方

針及び第９条に規定する小規模多機能型居宅介護の基本方針を踏まえて

行うものでなければならない。 

第１４条 指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（施行規則

第１７条の１２に規定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。）の事

業は、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

（平成１１年厚生省令第３７号）第５９条に規定する訪問看護の基本方

針及び第９条に規定する小規模多機能型居宅介護の基本方針を踏まえて

行うものでなければならない。 
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袖ケ浦市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法等に関する基準を定める条例

新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第５条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者

は、当該指定に係る事業所＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿  ごとに１人以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な

数の保健師その他の指定介護予防支援に関する知識を有する職員（以下

「担当職員」という。）を置かなければならない。 

第５条 指定介護予防支援事業者＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

は、当該指定に係る事業所（以下「指定介護予防支援事業所」とい

う。）ごとに１人以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な

数の保健師その他の指定介護予防支援に関する知識を有する職員（以下

「担当職員」という。）を置かなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定

に係る事業所ごとに１人以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる

必要な数の介護支援専門員を置かなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（管理者） （管理者） 

第６条 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下「指定

介護予防支援事業所」という。）ごとに常勤の管理者を置かなければな

らない。 

第６条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ごとに常勤の管理者を置かなければな

らない。 

２ 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者が前項

の規定により置く管理者は、専らその職務に従事する者でなければなら

ない。ただし、指定介護予防支援事業所の管理に支障がない場合は、当

該指定介護予防支援事業所の他の職務に従事し、又は当該指定介護予防

支援事業者である地域包括支援センターの職務に従事することができる

ものとする。 

２ 前項の＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿管理者は、専らその職務に従事する者でなければなら

ない。ただし、指定介護予防支援事業所の管理に支障がない場合は、当

該指定介護予防支援事業所の他の職務に従事し、又は当該指定介護予防

支援事業者である地域包括支援センターの職務に従事することができる

ものとする。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規

定により置く管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３

６号）第１４０条の６６第１号イ（３）に規定する主任介護支援専門員

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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（以下この項において「主任介護支援専門員」という。）でなければな

らない。ただし、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむ

を得ない理由がある場合については、介護支援専門員（主任介護支援専

門員を除く。）を第１項に規定する管理者とすることができる。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。た

だし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(1) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員

の職務に従事する場合 

＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(2) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介

護予防支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用者＿＿又はその家族に対し、介護予防サービス計画が

第４条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるもので

あり、利用者は複数の指定介護予防サービス事業者等を紹介するよう求

めることができること等について説明を行い、理解を得なければならな

い。 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、介護予防サービス計画が

第４条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるもので

あり、利用者は複数の指定介護予防サービス事業者等を紹介するよう求

めることができること等について説明を行い、理解を得なければならな

い。 

３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診

療所に入院する必要が生じた場合には、担当職員（指定居宅介護支援事

業者である指定介護予防支援事業者の場合にあっては介護支援専門員。

以下この章及び次章において同じ。）の氏名及び連絡先を当該病院又は

診療所に伝えるよう求めなければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診

療所に入院する必要が生じた場合には、担当職員＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿の氏名及び連絡先を当該病院又は

診療所に伝えるよう求めなければならない。 

４ 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があ ４ 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があ
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った場合には、第１項の規定による文書の交付に代えて、第７項で定め

るところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書

に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通

信の技術を使用する方法であって次に掲げるもの（以下この条において

「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場合にお

いて、当該指定介護予防支援事業者は、当該文書を交付したものとみな

す。 

った場合には、第１項の規定による文書の交付に代えて、第７項で定め

るところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書

に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通

信の技術を使用する方法であって次に掲げるもの（以下この条において

「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場合にお

いて、当該指定介護予防支援事業者は、当該文書を交付したものとみな

す。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第３６条

第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）をもって調製する

ファイルに第１項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿をもって調製する

ファイルに第１項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

５～８ （略） ５～８ （略） 

（利用料等の受領） （利用料等の受領） 

第１３条 （略） 第１３条 （略） 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利

用料のほか、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居

宅を訪問して指定介護予防支援を行う場合には、それに要した交通費の

支払を利用者から受けることができる。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項に規

定する費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用

者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行

い、利用者の同意を得なければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（保険給付の請求のための証明書の交付） （保険給付の請求のための証明書の交付） 
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第１４条 指定介護予防支援事業者は、提供した指定介護予防支援につい

て前条第１項の利用料の支払を受けた場合には、当該利用料の額等を記

載した指定介護予防支援提供証明書を利用者に対して交付しなければな

らない。 

第１４条 指定介護予防支援事業者は、提供した指定介護予防支援につい

て前条＿＿＿の利用料の支払を受けた場合には、当該利用料の額等を記

載した指定介護予防支援提供証明書を利用者に対して交付しなければな

らない。 

（指定介護予防支援の業務の委託） （指定介護予防支援の業務の委託） 

第１５条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者

は、法第１１５条の２３第３項の規定により指定介護予防支援の一部を

委託する場合には、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

第１５条 指定介護予防支援事業者＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

は、法第１１５条の２３第３項の規定により指定介護予防支援の一部を

委託する場合には、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 委託に当たっては、中立性及び公正性の確保を図るため、地域包

括支援センター運営協議会（介護保険法施行規則＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿第１４０条の６６第１号ロ（２）に規定する地域包括支

援センター運営協議会をいう。）の議を経ること。 

(1) 委託に当たっては、中立性及び公正性の確保を図るため、地域包

括支援センター運営協議会（介護保険法施行規則（平成１１年厚生省

令第３６号）第１４０条の６６第１号ロ（２）に規定する地域包括支

援センター運営協議会をいう。）の議を経ること。 

(2)・(3) （略） (2)・(3) （略） 

(4) 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予防支援の業

務を実施する介護支援専門員が、第４条、この章及び次章の規定（第

３３条第３３号の規定を除く。）を遵守するよう措置を講じさせるこ

と。 

(4) 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予防支援の業

務を実施する介護支援専門員が、第４条、この章及び次章の規定＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿を遵守するよう措置を講じさせるこ

と。 

（掲示） （掲示） 

第２４条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所の見やす

い場所に、運営規程の概要、担当職員の勤務の体制その他の利用申込者

のサービスの選択に資すると認められる重要事項（以下この条において

単に「重要事項」という。）を掲示しなければならない。 

第２４条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所の見やす

い場所に、運営規程の概要、担当職員の勤務の体制その他の利用申込者

のサービスの選択に資すると認められる重要事項＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿を掲示しなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、重要事項＿＿＿＿＿を記載した書面を当

該指定介護予防支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、前項の規定による掲示に代えることがで

２ 指定介護予防支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当

該指定介護予防支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることがで
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きる。 きる。 

３ 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに

掲載しなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（秘密保持等） （秘密保持等） 

第２５条 （略） 第２５条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 指定介護予防支援事業者は、サービス担当者会議（第３３条第１１号

に規定するサービス担当者会議をいう。）等において、利用者の個人情

報を用いる場合は当該利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用い

る場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければな

らない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、サービス担当者会議（第３３条第９号＿

に規定するサービス担当者会議をいう。）等において、利用者の個人情

報を用いる場合は当該利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用い

る場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければな

らない。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第３１条 （略） 第３１条 （略） 

２ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の提供

に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存

しなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の提供

に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存

しなければならない。 

(1) 第３３条第１６号に規定する指定介護予防サービス事業者等との

連絡調整に関する記録 

(1) 第３３条第１４号に規定する指定介護予防サービス事業者等との

連絡調整に関する記録 

(2) 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護予防支援台帳 (2) 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護予防支援台帳 

ア （略） ア （略） 

イ 第３３条第９号に規定するアセスメントの結果の記録 イ 第３３条第７号に規定するアセスメントの結果の記録 

ウ 第３３条第１１号に規定するサービス担当者会議等の記録 ウ 第３３条第９号 に規定するサービス担当者会議等の記録 

エ 第３３条第１８号の規定による評価の結果の記録 エ 第３３条第１６号に規定する＿評価の結果の記録 

オ 第３３条第１９号に規定するモニタリングの結果の記録 オ 第３３条第１７号に規定するモニタリングの結果の記録 

(3) 第３３条第４号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制 ＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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限する行為（同条第３号及び第４号において「身体的拘束等」とい

う。）の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ

を得ない理由の記録 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(4) 第１８条の規定による市町村への通知に係る記録 (3) 第１８条に規定する＿市町村への通知に係る記録 

(5) 第２８条第２項の規定による苦情の内容等の記録 (4) 第２８条第２項に規定する＿苦情の内容等の記録 

(6) 第２９条第２項の規定による事故の状況及び事故に際して採った

処置についての記録 

(5) 第２９条第２項に規定する＿事故の状況及び事故に際して採った

処置についての記録 

（指定介護予防支援の具体的取扱方針） （指定介護予防支援の具体的取扱方針） 

第３３条 指定介護予防支援の方針は、第４条に規定する基本方針及び前

条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとす

る。 

第３３条 指定介護予防支援の方針は、第４条に規定する基本方針及び前

条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとす

る。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束等を行ってはならない。 

＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(4) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければ

ならない。 

＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿ 

(5) （略） (3) （略） 

(6) （略） (4) （略） 

(7) （略） (5) （略） 

(8) （略） (6) （略） 

(9) （略） (7) （略） 

(10) （略） (8)_ （略） 

(11) （略） (9)_ （略） 
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(12) （略） (10) （略） 

(13) （略） (11) （略） 

(14) （略） (12) （略） 

(15) （略） (13) （略） 

(16) （略） (14) （略） 

(17) （略） (15) （略） 

(18) （略） (16) （略） 

(19) 担当職員は、第１６号の規定による実施状況の把握（以下この号

において「モニタリング」という。）に当たっては、利用者及びその

家族、指定介護予防サービス事業者等との連絡を継続的に行うことと

し、特段の事情のない限り、次に定めるところにより行わなければな

らない。 

(17) 担当職員は、第１３号の規定による実施状況の把握（以下この号

において「モニタリング」という。）に当たっては、利用者及びその

家族、指定介護予防サービス事業者等との連絡を継続的に行うことと

し、特段の事情のない限り、次に定めるところにより行わなければな

らない。 

ア 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から起算して３月

に１回＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿、利用者に面接

すること。 

ア 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から起算して３月

に１回及びサービスの評価期間が終了する月並びに利用者の状況に

著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接

すること。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行

うこと。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、サービス

の提供を開始する月の翌月から起算して３月ごとの期間（以下この

号において単に「期間」という。）について、少なくとも連続する

２期間に１回、利用者の居宅を訪問し、面接するときは、利用者の

居宅を訪問しない期間において、テレビ電話装置等を活用して、利

用者に面接することができる。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書

により利用者の同意を得ていること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主

治の医師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことが

できること。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿ 

ｃ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは

把握できない情報について、担当者から提供を受けること。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化

があったときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

エ 利用者の居宅を訪問しない月（イただし書の規定によりテレビ電

話装置等を活用して利用者に面接する月を除く。）においては、可

能な限り、指定介護予防通所リハビリテーション事業所（指定介護

予防サービス等基準第１１７条第１項に規定する指定介護予防通所

リハビリテーション事業所をいう。）を訪問する等の方法により利

用者に面接するよう努めるとともに、当該面接ができない場合にあ

っては、電話等により利用者との連絡を実施すること。 

イ 利用者の居宅を訪問しない月＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿においては、可

能な限り、指定介護予防通所リハビリテーション事業所（指定介護

予防サービス等基準第１１７条第１項に規定する指定介護予防通所

リハビリテーション事業所をいう。）を訪問する等の方法により利

用者に面接するよう努めるとともに、当該面接ができない場合にあ

っては、電話等により利用者との連絡を実施すること。 

オ （略） ウ （略） 

(20) （略） (18) （略） 

(21) 第５号から第１５号までの規定は、第１６号に規定する介護予防

サービス計画の変更について準用する。 

(19) 第３号から第１３号までの規定は、第１４号に規定する介護予防

サービス計画の変更について準用する。 

(22) （略） (20) （略） 

(23) （略） (21) （略） 

(24) 担当職員は、利用者が介護予防訪問看護、介護予防通所リハビリ

テーション等の医療サービスの利用を希望している場合その他必要な

場合には、利用者の同意を得て主治の医師又は歯科医師（次号及び第

(22) 担当職員は、利用者が介護予防訪問看護、介護予防通所リハビリ

テーション等の医療サービスの利用を希望している場合その他必要な

場合には、利用者の同意を得て主治の医師又は歯科医師（次号及び第
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２６号において「主治の医師等」という。）の意見を求めなければな

らない。 

２４号において「主治の医師等」という。）の意見を求めなければな

らない。 

(25) （略） (23) （略） 

(26) （略） (24) （略） 

(27) （略） (25) （略） 

(28) （略） (26) （略） 

(29) （略） (27) （略） 

(30) （略） (28) （略） 

(31) （略） (29) （略） 

(32) （略） (30) （略） 

(33) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第

１１５条の３０の２第１項の規定により市町村長から情報の提供を求

められた場合には、その求めに応じなければならない。 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第３６条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる

者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定に

おいて書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他

文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された

紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規

定されている又は想定されるもの（第１０条（前条において準用する場

合を含む。）及び第３３条第３０号（前条において準用する場合を含

む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿により行うこと

第３６条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる

者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定に

おいて書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他

文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された

紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規

定されている又は想定されるもの（第１０条（前条において準用する場

合を含む。）及び第３３条第２８号（前条において準用する場合を含

む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うこと
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ができる。 ができる。 

２ （略） ２ （略） 
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袖ケ浦市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 前項に規定する員数の基準は、利用者の数（当該指定居宅介護支援事

業者が指定介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第１１５条

の２３第３項の規定により地域包括支援センターの設置者である指定介

護予防支援事業者から委託を受けて、当該指定居宅介護支援事業所にお

いて指定介護予防支援を行う場合にあっては、当該事業所における指定

居宅介護支援の利用者の数に当該事業所における指定介護予防支援の利

用者の数に３分の１を乗じた数を加えた数。次項において同じ。）が４

４人又はその端数を増すごとに１人とする。 

２ 前項に規定する員数の基準は、利用者の数が３５人＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿又はその端数を増すごとに１人とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人

国民健康保険中央会（昭和３４年１月１日に社団法人国民健康保険中央

会という名称で設立された法人をいう。）が運用及び管理を行う指定居

宅介護支援事業者及び指定居宅サービス事業者等の使用に係る電子計算

機と接続された居宅サービス計画の情報の共有等のための情報処理シス

テムを利用し、かつ、事務職員を配置している場合における第１項に規

定する員数の基準は、利用者の数が４９人又はその端数を増すごとに１

人とする。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿ 

（管理者） （管理者） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。

ただし、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、この限り

でない。 

３ 第１項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。

ただし、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、この限り

でない。 
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(1) （略） (1) （略） 

(2) 管理者が＿＿＿＿＿＿＿＿他の事業所の職務に従事する場合（そ

の管理する指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない場合に限

る。） 

(2) 管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する場合（そ

の管理する指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない場合に限

る。） 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用者＿＿又はその家族に対し、居宅サービス計画が第４

条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるものであ

り、利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めるこ

とができること＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿等について説明を行い、理解を得なければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、居宅サービス計画が第４

条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるものであ

り、利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めるこ

とができること、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成

された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具

貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」とい

う。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、

前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービ

ス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅

サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供された

ものが占める割合等について説明を行い、理解を得なければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用者又はその家族に対し、前６月間に当該指定居宅介護

支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介

護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項にお

いて「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス

計画の数が占める割合及び前６月間に当該指定居宅介護支援事業所にお

いて作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回

数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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事業者によって提供されたものが占める割合について説明を行い、理解

を得るよう努めなければならない。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

４ （略） ３ （略） 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があ

った場合には、第１項の規定による文書の交付に代えて、第８項で定め

るところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書

に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通

信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この条において

「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場合にお

いて、当該指定居宅介護支援事業者は、当該文書を交付したものとみな

す。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があ

った場合には、第１項の規定による文書の交付に代えて、第７項で定め

るところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書

に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通

信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この条において

「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場合にお

いて、当該指定居宅介護支援事業者は、当該文書を交付したものとみな

す。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第３４条

第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）をもって調製する

ファイルに第１項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿をもって調製する

ファイルに第１項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

６ （略） ５ （略） 

７ 第５項第１号の「電子情報処理組織」とは、指定居宅介護支援事業者

の使用に係る電子計算機と利用申込者又はその家族の使用に係る電子計

算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

６ 第４項第１号の「電子情報処理組織」とは、指定居宅介護支援事業者

の使用に係る電子計算機と利用申込者又はその家族の使用に係る電子計

算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

８ 指定居宅介護支援事業者は、電磁的方法により第１項に規定する重要

事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者又はその

家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、

文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

７ 指定居宅介護支援事業者は、電磁的方法により第１項に規定する重要

事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者又はその

家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、

文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

(1) 第５項各号に掲げる方法のうち指定居宅介護支援事業者が使用す (1) 第４項各号に掲げる方法のうち指定居宅介護支援事業者が使用す
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るもの るもの 

(2) （略） (2) （略） 

９ （略） ８ （略） 

（指定居宅介護支援の具体的取扱方針） （指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 

第１６条 指定居宅介護支援の方針は、第４条に規定する基本方針及び前

条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとす

る。 

第１６条 指定居宅介護支援の方針は、第４条に規定する基本方針及び前

条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとす

る。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」

という。）を行ってはならない。 

＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(4) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければ

ならない。 

＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿ 

(5) （略） (3) （略） 

(6) （略） (4) （略） 

(7) （略） (5) （略） 

(8) （略） (6) （略） 

(9) （略） (7) （略） 

(10) （略） (8)_ （略） 

(11) （略） (9)_ （略） 

(12) （略） (10) （略） 

(13) （略） (11) （略） 

(14) （略） (12) （略） 

(15) （略） (13) （略） 
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(16) 介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係る

情報の提供を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状

況、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち

必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師等＿＿＿＿＿＿

＿又は薬剤師に提供するものとする。 

(14) 介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係る

情報の提供を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状

況、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち

必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科医

師又は薬剤師に提供するものとする。 

(17) 介護支援専門員は、第１５号の規定による実施状況の把握（以下

この号及び第３２条において「モニタリング」という。）に当たって

は、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続

的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところにより

行わなければならない。 

(15) 介護支援専門員は、第１３号の規定による実施状況の把握（以下

この号及び第３２条において「モニタリング」という。）に当たって

は、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続

的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところにより

行わなければならない。 

ア 少なくとも１月に１回＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿、利用者に面接す

ること。 

ア 少なくとも１月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接す

ること。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行

うこと。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、少なくと

も２月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するときは、

利用者の居宅を訪問しない月においては、テレビ電話装置等を活用

して、利用者に面接することができるものとする。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書

により利用者の同意を得ていること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主

治の医師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことが

できること。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿ 

ｃ 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリン

グでは把握できない情報について、担当者から提供を受けるこ

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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と。 ＿＿ 

ウ （略） イ （略） 

(18) （略） (16) （略） 

(19) 第５号から第１４号までの規定は、第１５号に規定する居宅サー

ビス計画の変更について準用する。 

(17) 第３号から第１２号までの規定は、第１３号に規定する居宅サー

ビス計画の変更について準用する。 

(20) （略） (18) （略） 

(21) （略） (19) （略） 

(22) （略） (20) （略） 

(23)＿＿ （略） (20)の２ （略） 

(24) （略） (21) （略） 

(25) （略） (22) （略） 

(26) （略） (23) （略） 

(27) （略） (24) （略） 

(28) （略） (25) （略） 

(29) （略） (26) （略） 

(30) （略） (27) （略） 

(31) （略） (28) （略） 

(32) 指定居宅介護支援事業者は、法第１１５条の２３第３項の規定に

より、地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者

から指定介護予防支援の業務の委託を受けるに当たっては、その業務

量等を勘案し、当該指定居宅介護支援事業者が行う指定居宅介護支援

の業務が適正に実施できるよう配慮しなければならない。 

(29) 指定居宅介護支援事業者は、法第１１５条の２３第３項の規定に

より、＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿指定介護予防支援事業者

から指定介護予防支援の業務の委託を受けるに当たっては、その業務

量等を勘案し、当該指定居宅介護支援事業者が行う指定居宅介護支援

の業務が適正に実施できるよう配慮しなければならない。 

(33) （略） (30) （略） 

（掲示） （掲示） 

第２５条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所の見やす

い場所に、運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その他の利用

第２５条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所の見やす

い場所に、運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その他の利用
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申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項（以下この条に

おいて単に「重要事項」という。）を掲示しなければならない。 

申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿を掲示しなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、重要事項＿＿＿＿＿を記載した書面を当

該指定居宅介護支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、前項の規定による掲示に代えることがで

きる。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当

該指定居宅介護支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることがで

きる。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに

掲載しなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（記録の整備） （記録の整備） 

第３２条 （略） 第３２条 （略） 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供

に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなけ

ればならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供

に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなけ

ればならない。 

(1) 第１６条第１５号に規定する指定居宅サービス事業者等との連絡

調整に関する記録 

(1) 第１６条第１３号に規定する指定居宅サービス事業者等との連絡

調整に関する記録 

(2) （略） (2) （略） 

(3) 第１６条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(4) 第１９条の規定による市町村への通知に係る記録 (3) 第１９条に規定する＿市町村への通知に係る記録 

(5) 第２９条第２項の規定による苦情の内容等の記録 (4) 第２９条第２項に規定する＿苦情の内容等の記録 

(6) 第３０条第２項の規定による事故の状況及び事故に際して採った

処置についての記録 

(5) 第３０条第２項に規定する＿事故の状況及び事故に際して採った

処置についての記録 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第３４条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる

者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定に

おいて書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他

第３４条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる

者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定に

おいて書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他
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文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された

紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規

定されている又は想定されるもの（第１０条（前条において準用する場

合を含む。）及び第１６条第３０号（前条において準用する場合を含

む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿により行うこと

ができる。 

文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された

紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規

定されている又は想定されるもの（第１０条（前条において準用する場

合を含む。）及び第１６条第２７号（前条において準用する場合を含

む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うこと

ができる。 

２ （略） ２ （略） 

 

-55-



第１条 袖ケ浦市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

別表（第４条－第９条関係） 

地区
整備
計画
区域
の名
称 

地
区
の
名
称 

（ア） (イ) (ウ) (エ) （オ） (カ) 

建築物の用途の制
限 

建築
物の
延べ
面積
の敷
地面
積に
対す
る割
合の
最高
限度 

建築
物の
建築
面積
の敷
地面
積に
対す
る割
合の
最高
限度 

建築
物の
敷地
面積
の最
低限
度 

壁面の位置（外壁の
後退距離）の制限 

建築物
の高さ
の最高
限度 

道路
境界
線か
らの
距離 

敷地
境界
線か
らの
距離 

制限の緩
和の条件 

 

 略 

袖ケ
浦椎
の森
工業
団地
２期
地区
地区
整備
計画
区域 

 建築することが
できる建築物 
(１)～（８） （略） 
(９) 危険物の貯
蔵又は処理に供す
る建築物（法別表
第二（る）項第２
号に規定するもの
を除く。ただし、
統計法（平成１９
年法律第５３号）
第２条第９項に規
定する統計基準で
ある日本標準産業
分類（以下「日本
標準産業分類」と
いう。）に掲げる中
分類０９―食料品

  １，
００
０平
方メ
ート
ル 

３メ
ート
ル。
ただ
し、
道路
の歩
道部
分と
敷地
との
間に
法面
等が
存在
し、
道路
に対

１メ
ート
ル 

(１)地
盤面下
に設け
る建築
物であ
ること。 
(２)建
築物の
管理上
最小限
必要な
附帯施
設であ
ること。 

 

別表（第４条－第９条関係） 

地区
整備
計画
区域
の名
称 

地
区
の
名
称 

（ア） (イ) (ウ) (エ) （オ） (カ) 

建築物の用途の制
限 

建築
物の
延べ
面積
の敷
地面
積に
対す
る割
合の
最高
限度 

建築
物の
建築
面積
の敷
地面
積に
対す
る割
合の
最高
限度 

建築
物の
敷地
面積
の最
低限
度 

壁面の位置（外壁の
後退距離）の制限 

建築物
の高さ
の最高
限度 

道路
境界
線か
らの
距離 

敷地
境界
線か
らの
距離 

制限の緩
和の条件 

 

 略 

袖ケ
浦椎
の森
工業
団地
２期
地区
地区
整備
計画
区域 

 建築することが
できる建築物 
(１)～（８） （略） 
(９) 危険物の貯
蔵又は処理に供す
る建築物（法別表
第二（る）項第２
号に規定するもの
を除く。ただし、
日本標準産業分類
（平成２５年総務
省告示第４０５号）       
         
         
         
         
   に掲げる中
分類０９―食料品

  １，
００
０平
方メ
ート
ル 

３メ
ート
ル。
ただ
し、
道路
の歩
道部
分と
敷地
との
間に
法面
等が
存在
し、
道路
に対

１メ
ート
ル 

(１)地
盤面下
に設け
る建築
物であ
ること。 
(２)建
築物の
管理上
最小限
必要な
附帯施
設であ
ること。 
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製造業に分類され
る産業の用に供す
る建築物及び日本
標準産業分類に掲
げる中分類１６―
化学工業、中分類
２４―金属製品製
造業、中分類２６
―生産用機械器具
製造業、中分類２
７―業務用機械器
具製造業、中分類
２９―電気機械器
具製造業又は中分
類７１―学術・開
発研究機関に分類
される産業の用に
供する建築物のう
ち医薬品、化粧品、
医療機器、医薬部
外品で自然素材を
活用した物、特定
保健用食品、栄養
機能食品等又はそ
の基幹部を構成す
る製品の製造又は
研究開発を行うも
のは、この限りで
ない。） 
(１０) （略）  

する
壁面
の後
退が
不合
理と
なる
場合
にあ
って
は、
１メ
ート
ル 

 略 
 

製造業に分類され
る産業の用に供す
る建築物及び日本
標準産業分類に掲
げる中分類１６―
化学工業、中分類
２４―金属製品製
造業、中分類２６
―生産用機械器具
製造業、中分類２
７―業務用機械器
具製造業、中分類
２９―電気機械器
具製造業又は中分
類７１―学術・開
発研究機関に分類
される産業の用に
供する建築物のう
ち医薬品、化粧品、
医療機器、医薬部
外品で自然素材を
活用した物、特定
保健用食品、栄養
機能食品等又はそ
の基幹部を構成す
る製品の製造又は
研究開発を行うも
のは、この限りで
ない。） 
(１０) （略）  

する
壁面
の後
退が
不合
理と
なる
場合
にあ
って
は、
１メ
ート
ル 

 略 
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第２条 袖ケ浦市企業振興条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 対象施設 次のいずれかに該当する施設をいう。ただし、電気事

業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成

２３年法律第１０８号）第３条第２項に規定する認定発電設備を除

く。 

(4) 対象施設 次のいずれかに該当する施設をいう。ただし、電気事

業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成

２３年法律第１０８号）第３条第２項に規定する認定発電設備を除

く。 

ア 製造・エネルギー関連施設 統計法（平成１９年法律第５３号）

第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類（以下

「産業分類」という。）による大分類Ｅの製造業の用に供する施

設、中分類３３の電気業の用に供する施設及び中分類３４のガス業

の用に供する施設 

ア 製造・エネルギー関連施設 日本標準産業分類（平成２５年総務

省告示第４０５号。                   以下

「産業分類」という。）による大分類Ｅの製造業の用に供する施

設、中分類３３の電気業の用に供する施設及び中分類３４のガス業

の用に供する施設 

イ～ク （略） イ～ク （略） 

(5)～(10) （略） (5)～(10) （略） 
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袖ケ浦市空家等対策の推進に関する条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（空家等対策審議会） （空家等対策審議会） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議する

ものとする。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議する

ものとする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 管理不全空家等及び特定空家等の認定に関する事項 (2) 特定空家等         の認定に関する事項 

(3) 法第１３条に規定する管理不全空家等に対する措置に関する事項 ＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(4) （略） (3) （略） 

(5) （略） (4) （略） 

(6) （略） (5) （略） 

３～６ （略） ３～６ （略） 
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袖ケ浦市消防手数料条例新旧対照表 

改 正 後 現 行 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

手数料を徴収する

事務 

区分 金額 

略 

３ 法第１１条第

１項前段の規

定による貯蔵

所の設置の許

可の申請に対

する審査 

(1)～(4) （略） 

(5) 浮き屋根式

特定屋外タン

ク貯蔵所及び

浮き蓋付特定

屋外タンク貯

蔵所の設置に

かかるもの

危険物の貯蔵最大

数量が1,000キロ

リットル以上5,00

0キロリットル未

満のもの 

1,450,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が5,000キロ

リットル以上10,0

00キロリットル未

満のもの 

1,720,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が10,000キロ

リットル以上50,0

00キロリットル未

満のもの 

1,920,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が50,000キロ

2,360,000円 

手数料を徴収する

事務 

区分 金額 

略 

３ 法第１１条第

１項前段の規

定による貯蔵

所の設置の許

可の申請に対

する審査 

(1)～(4) （略） 

(5) 浮き屋根式

特定屋外タン

ク貯蔵所及び

浮き蓋付特定

屋外タンク貯

蔵所の設置に

かかるもの

危険物の貯蔵最大

数量が1,000キロ

リットル以上5,00

0キロリットル未

満のもの 

1,180,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が5,000キロ

リットル以上10,0

00キロリットル未

満のもの 

1,410,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が10,000キロ

リットル以上50,0

00キロリットル未

満のもの 

1,590,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が50,000キロ

1,950,000円 
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リットル以上100,

000キロリットル

未満のもの 

危険物の貯蔵最大

数量が100,000キロ

リットル以上200,

000キロリットル

未満のもの 

2,740,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が200,000キロ

リットル以上300,

000キロリットル

未満のもの 

5,640,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が300,000キロ

リットル以上400,

000キロリットル

未満のもの 

7,240,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が400,000キロ

リットル以上のも

の 

8,790,000円 

(6)～(12) （略） 

 略 
 

リットル以上100,

000キロリットル

未満のもの 

危険物の貯蔵最大

数量が100,000キロ

リットル以上200,

000キロリットル

未満のもの 

2,270,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が200,000キロ

リットル以上300,

000キロリットル

未満のもの 

4,550,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が300,000キロ

リットル以上400,

000キロリットル

未満のもの 

5,820,000円 

危険物の貯蔵最大

数量が400,000キロ

リットル以上のも

の 

7,070,000円 

(6)～(12) （略） 

 略 
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第１条 袖ケ浦市監査委員に関する条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（請求又は要求に基づく監査） （請求又は要求に基づく監査） 

第４条 委員に対し、法第７５条第１項、第９８条第２項、第２４２条第

１項若しくは第２４３条の２の８第３項の規定による監査の請求又は法

第１９９条第６項の規定による監査の要求があったとき、委員は、１０

日以内に当該監査に着手しなければならない。 

第４条 委員に対し、法第７５条第１項、第９８条第２項、第２４２条第

１項若しくは第２４３条の２の２第３項の規定による監査の請求又は法

第１９９条第６項の規定による監査の要求があったとき、委員は、１０

日以内に当該監査に着手しなければならない。 

（職員の賠償責任の決定） （職員の賠償責任の決定） 

第１０条 市長が、法第２４３条の２の８第３項の規定により、職員の賠

償責任の決定を委員の監査に付したとき、委員は、２０日以内に賠償責

任の有無及び賠償額を決定し、市長に回付しなければならない。 

第１０条 市長が、法第２４３条の２の２第３項の規定により、職員の賠

償責任の決定を委員の監査に付したとき、委員は、２０日以内に賠償責

任の有無及び賠償額を決定し、市長に回付しなければならない。 
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第２条 袖ケ浦市下水道事業の設置等に関する条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４３条の２の８第８項の規定により下水道事業の業務に従事す

る職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合

は、当該賠償責任に係る賠償額が５０万円以上である場合とする。 

第６条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４３条の２の２第８項の規定により下水道事業の業務に従事す

る職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合

は、当該賠償責任に係る賠償額が５０万円以上である場合とする。 
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議案第１８号資料

No.

①

路　線　名

奈良輪一丁目４号線

昭和小学校

市民会館

①奈良輪一丁目４号線袖ケ浦市役所
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No.

②

路　線　名

蔵波１１０号線

蔵波小学校

蔵波中学校

②蔵波１１０号線

長浦公民館

蔵波台さつき幼稚園
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議案第１９号資料

No.

①

②

路　線　名

奈良輪４７号線

奈良輪４８号線

南袖

木更津市

ゆりまちモール

②奈良輪４８号線

①奈良輪４７号線
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No.

③

路　線　名

坂戸市場４３号線

昭和小学校

市民会館

③坂戸市場４３号線

袖ケ浦市役所
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